
印西地区環境整備事業組合

次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会

第５回会議 次第

日 時 平成２７年９月１３日（日）

午後１時から

場 所 印西地区環境整備事業組合

３階 大会議室

次第 資 料 頁

１ 開 会

２ 会議録について（第４回会議） 概要版会議録 資料外別添①

３ 地域振興策検討委員会

第４回会議の報告について
概要版会議録 資料外別添②

４ 意見書について 施設整備に関する意見書 参考資料-1 

５ 建設候補地周辺意見交換会報告に

ついて

６ 施設の安全対策等について 施設の安全対策等について
Ｐ-1 

参考資料-2 
７ エネルギーバランスの確認につい

て
参考資料-3 

８ 処理方式の選定について 処理方式の選定について Ｐ-3 

９ その他

10 閉 会 
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施設の安全対策等について

環境省の「循環型社会形成推進交付金交付要綱」では、ごみ焼却施設は、エネル

ギー回収型廃棄物処理施設として位置づけられています。

エネルギー回収型廃棄物処理施設の整備にあっては、環境省において「エネルギ

ー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル」（平成 27 年 3 月改訂）を策定しており、

その中で、災害廃棄物処理体制の強化として、「災害廃棄物の受入れに必要な設備と

して、以下の設備・機能を装備すること」と明記されています。

ただし、これらの設備・機能の装備については、全ての設備・機能を一律に整備

する必要はなく、地域の実情に応じ、災害廃棄物処理計画において必要とされた設

備・機能を整備することとされています。

本施設計画では、建設候補地の地形特性、実情等の条件を考慮し、耐震、始動用

電源について、このマニュアルを踏まえて、次のように計画します。

１．耐震設計

耐震性に関しては、国土交通省が、大規模地震が発生した場合でも本来の機能を

維持しなければならない公共建築物について、表-1 に示すとおり「公共建築物構造

設計の用途係数基準」を定めています。この表では、ごみ処理施設に関する直接的

な表現はありませんが、都市施設管理関係施設として、下水処理場等が用途係数

1.25 で耐震設計されています。 
従いまして、本施設も下水処理場と同種の施設であり、都市施設管理関係施設と

して位置づけ、構造計算に際しては、用途係数 1.25 の耐震設計を行うものとしま

す。

１．耐震・耐水・耐浪性

２．始動用電源、燃料保管設備

３．薬剤等の備蓄倉庫
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表-1 公共建築物構造設計の用途係数基準（国土交通省）

用途係数 

区分 
施設の用途係数適用の理由 該当施設 

1.5 

大震災時には、消火・援助・復旧

及び情報伝達等の防災に係る業務

の中心的拠点として機能する施設

であるため。 

放射性物質は又は病原菌類を貯蔵

又は使用する施設及びこれらに関

する試験研究施設で災害時に施設

および周辺の安全性を確保するた

め。 

市庁舎関係施設、区庁舎関係施

設、消防施設、土木関係施設、病

院関係施設、災害対策関係その他

の施設、小中学校の体育館、試験

研究施設、その他これらに類する

ものとする。 

1.25 

大震災時には、救護・復旧及び防

災業務を担当するもの。 

並びに市民共有の貴重な財産とな

るものを収蔵している施設である

ため。 

都市施設管理関係施設、衛生関係

施設、学校関係施設（小中学校の

体育館を除く）、社会福祉関係施

設、文化的施設、市民生活関係施

設、その他施設、その他これらに

類するものとする。 

1.0  

用途係数区分が、1.5 及び 1.25

区分に該当している施設以外の施

設であるため。 

公営住宅関係施設、本市の住宅系

施設、事務所系施設、付属的施

設、その他これらに類するものと

する。 

なお、ごみ処理施設は一般的に用途係数 1.25 で設計しています。また、東京都は

「東京都財務局構造設計標準部会」において、清掃工場の用途係数 1.25 としていま

す。

２．始動用電源の設置（非常用発電機）

従来のごみ焼却施設には、緊急時の自動停止のための非常用発電機は整備されて

いましたが、ごみ焼却炉を立ち上げるときには、電力会社からの電力を購入してい

ました。そのため災害時等電力会社からの電力供給がストップした場合は、ごみ焼

却施設を立ち上げることができない状態でした。

前述したように、災害時には、災害廃棄物の受入れに必要な設備・機能を装備し、

災害廃棄物を受入れごみ焼却施設の機能を図る施設が求められています。

そのために、災害時に電力会社からの電力供給がストップした場合でも自力でご

み焼却施設を立ち上げる非常用発電機の整備を前提に検討します。
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処理方式の選定について

１．各処理方式の検討

第 2回検討委員会にて、処理方式等の方向性を絞ったストーカ方式、流動床方式、流動

床式ガス化溶融、シャフト式ガス化溶融の定性的評価を行い、当組合における処理方式の

優位性について比較検討を行う。 

２．次期中間処理施設整備の基本方針 

第 2回、第 3回検討委員会において、次期中間処理施設整備の基本方針を以下のように

確認した。 

次期中間処理施設整備の基本方針

３．各処理方式の選定に係る評価項目

次期中間処理施設整備の基本方針を踏まえ、処理方式を選定するにあたり、表-1 に示

す 4 つの大項目毎に適合性項目を設け、比較検討する。 

表-1 次期中間処理施設整備の基本方針との適合性項目 
大項目 適合性項目

安全・安定性

整備実績

燃焼特性

処理対象物の量･質の変動への対応

エネルギー生産性

発電

燃料・電力等エネルギー使用量

ごみのエネルギー生産効率

ごみ 1ｔあたり外部取出し電力量 

地球環境への配慮 CO２排出量 

経済性
灰等の処理・資源化に係る費用

用役費

1）地域住民等の理解と協力を確保する安全･安心な施設整備 
吉田地区及び周辺の豊かな自然と調和した、安全･安心な施設整備を図る

地域住民の理解と協力を確保し、恒久施設となり得る施設整備を図る

2）循環型社会形成と地域活性化の拠点となる施設整備 
循環型社会形成を目指すことと併せ、ごみの持つエネルギーを最大限に活用した

地域へのエネルギー供給、雇用創出を図る

地域の特性や資源を活かし、地域活性化に寄与するほか、大規模災害時には避難･

救護のための防災拠点の役割と災害廃棄物を迅速に処理する復興拠点としての役

割を果たす施設として整備を図る

3）経済性と高度なシステムの両立を目指した施設整備 
効率かつ経済性を考慮した最新技術の導入を図る

施設整備から運営に至る全段階において経済性に配慮した検討を行い、最適な事

業方式の選定を図る
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